
1 重要な会計方針

(１)　新公益法人会計基準の採用

　平成２５年度より「公益法人会計基準」(内閣府公益認定等委員会)を採用している。

(２)　有価証券の評価基準及び評価方法について

　満期保有目的の債券について個別法による償却原価法を採用している。

　その他の有価証券について個別法による原価法を採用している。

(３)　固定資産の減価償却について

　法人税法の規定に基づく定率法による減価償却を実施している。ただし、平成１０年

４月１日以降に取得した建物と平成２８年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構

築物については、定額法による減価償却を実施している。

(４)　退職給付引当金の計上基準について

　退職手当支給規程に基づく自己都合による期末要支給額基準を採用している。

(５)　消費税等の会計処理について

　消費税等の会計処理は税込み方式によっている。

(６)　賞与引当金について

　翌期に支給する特別手当のうち、支給規程における当期の負担に属する部分を賞与引

当金として計上している。

(７)　基本財産及び特定資産の財源等

　基本財産は京都市からの出えん金である指定正味財産及び一般正味財産を財源とし、

特定資産については保有又は運用に課した部分は負債を財源とする。

(８)　収支計算書における資金の範囲

　資金の範囲は、流動資産及び流動負債を含めている。

２ 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

基本財産 （単位 円）

特定資産 （単位 円）

３ 担保に供している資産

　該当なし。

４ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位 円）

財 務 諸 表 類 に 対 す る 注 記

科 目 前 期 末 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 当 期 末 残 高

普通・定期預金 11,000,000 0 0 11,000,000

科 目 前 期 末 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 当 期 末 残 高

普通・定期預金
投 資 有 価 証 券 302,762,400 50,000,600 35,637,500 317,125,500

建 物 1,083,022,466 887,151,017 195,871,449

建 物 附 属 設 備 607,596,792 601,432,016 6,164,776

科 目 取 得 価 額 減価償却累計額 当 期 末 残 高

什 器 備 品 787,430,487 668,304,995 119,125,492

車 両 運 搬 具 7,806,263 6,419,433 1,386,830

構 築 物 550,479,694 391,315,458 159,164,236

機 械 及 び 装 置 297,924,310 267,880,747 30,043,563

合 計 3,444,837,561 2,919,896,792 524,940,769

一 括 償 却 資 産 15,716,740 13,331,888 2,384,852

ソ フ ト ウ エ ア 94,860,809 84,061,238 10,799,571


